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文教福祉委員会



教職員常数改善と 義務教育費国本価、担鸚度堅持のための

廱貼予算にイ示る意見古ル択を求める陳情書



名　 提出　〕

教職員常数改善と 義務教育費筑米価、担巾』度堅持のための

廱割予算 にイ鼻る 意見書採択を求め る陳情書

陳情趣回

祖在，多くの都道府県で児童生徒の実態に応 じ， きめ細かな対応ができ るよ う少人数教

育が薗施されてお り， 子どもたらやイ宋護者から大変有をとされています。　しかし， 自治体

庖自 で少人数教育を推菟す るこ とは厳しい財政状況な どに より ｍ界かお り， 教育条件の地

域開格差が拡がり つつあり ，一方では低所得者の拡大 ・固定化循進んでいま す。 この よう

に自治体の財政力や保護者の家計の違いによって教育水準に格差があってはならず， 目は

教育の機会均等をイ宋障するた めに も教育予算をｍ全体と して しっ かり と参イ宋 ・充実する必

要かおり ます。

学校現場では，新学習指導膜鎖への対応だけでな く， 貧鵈 ・い じめ ・不を校など解決す

べき氛題が霾１積 しており ，子 ども たち のゆたかな学びを実現する ための教材研究や授業準

備の時間 を十分に確保する こと が困難な状況 とな っていま す。 ゆたかな学びや学校の働き

方改革を実現する ためには，抜本的な定数改善針聡に基づ く教職員定数改善が彫下司欠で

す。

義務教育費笆本価，担鸚度は， 義務教育の内容・ 永顰の参席，獸債巾』，兄竜生徒に行き徭

いた教育を行う人材参イ呆のために堅持しなければな りません。縦しい翳牧す況の申，都道

府県の独 自財源に よる 定数措置が行われていますが， 地方 自治体の財政を圧迫していま

す。 目の施策として定教改善に魁けた財源保障を し， 子どもたちが全国のどこに往んでい

ても，一定水準の教育をラけられる ことが憲法上の戛読です。 ゆたかな子どもの学びを保

障するための条件整備は不Ｔ僞欠です。

こう した観点から，政府予算編成において本陳情事項が実現される よう ，地方自治毎第

９９ 粂の規定にも とづき国の関イ鼻機関への意見書提芭を陳情いた しま す。
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令和 ２年 ｙ］ 日

ひたちなか市議会議長　鈴木　一成

教職員定数改善Ｗび義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書　 （案）

現在，多くの都道府県で児童生徒の実態に応 じ， きめ紬かな対ルができ るよ う少人数教育が実施さ

れており ，子どもたらやイ脊護者から大変有益と されています。　 しか し， 自治体独自で少人数教育を推

彑するこ とは厳しい財政状況な どに より 限界があ り， 教育条件の地域間格差が拡がり つつ あり ，一方

では低所祖者の崔人・ 固定イ匕が進んでいます。 このよう に自治体の財政力や保護者の宗社の違いによ

って教育水準に格差があってはならず， 回は教育の機会ぬ等を保障するためにも教育予算を国全体と

して しっかり と確保・ 充実する必要かお ります。

学校祖揚では，新学習指導要領への対ぷだけでな く， 貧困 ・い じめ ・不を校など解決すべき譟題が

彭積しており ，子 どもたちのゆたかな学びを実現するための教材研究や授業準備の時間を十分に確保

することが困難な状況となっています。 ゆたかな学びや学校の働き方改革を実現するためには，抜本

的な定数改善計画に基づく 教職員定数改善がンド ‾胝丁欠です。

義務教育費回転鍜担制度は，義務教育の内容 ・水準の確保，無償祉 見竜生徒に行き‰いた教育を

行う人材確保のために堅持しなければな りません。厳しい財政状況の中，都道府県の独自財源による

定数措置が行われていますが， 地方自治体の財政を賍迫しています。回の施策と して定数政善に魁け

た財源保障を し， 子ど髱牝ち循全国のどこに往んでいても，一鋩水準の教育を受けられる こと が憲法

上の要請です。ゆたかな子 ども の学びを保障する ための条件整備はンド ‾白丁久 です。

よって， 回会‾反び幄府におかれては， 地方教育行偸の実情を十分に懾識され， 地方自治体が計簒勵

に教育行政をすめ るこ とが でき るよ うにする ために下記の措置を講 じら れる よう 強く 爆請 しま す。

１

２

記

計胤的な教職員定数改善により ，少人数学級を推進するこ と。

教育の機会嶌等と水準の維持向上をはかるた め、 義務教育費笆本価、祖巾』度を堅持す

るこ と。

賢、上、 庖方自治法第 ９９ 粂の規定によ り意見書を芟趾いたします。



  令和２年１２月１５日 文教福祉委員会 

 

 

令和３年度以降の放課後児童健全育成事業（公立学童クラブ）対象学年拡大について 

                                   教育委員会青少年課 

 

１  基 本 的 考 え 方 

  少子高齢化による核家族化の進展，共働き世帯やひとり親世帯の増加など，子どもを取り巻く

環境が急激に変化しているなかで，子どもが放課後を安全・安心に過ごすことができる学童クラ

ブの重要性は一層高まってきています。 

  このような社会情勢の変化に伴う学童クラブの必要性，他市町村の状況，現４年生へのアンケ

ート調査および受入態勢の確保などを総合的に調査・検討した結果，公立学童クラブの対象学年

を現行の４年生までから６年生まで拡大しようとするものです。 

 

２ 新５・６年生向け募集の周知方法等 

 市報（12/25 号），ＨＰ，各学童クラブで周知。各学校を経由し現４・５年生対して案内兼申込書

を配布予定。 

申込書類は，青少年課，各学童クラブ，ＨＰ等にて配布予定。 

 

３ 入会承認の考え方 

 新１～４年生優先。定員の空き状況により新５･６年生入会承認とする。 

  

４ アンケート結果（概要） 

 調査期間：令和２年１０月１５日～２２日（８日間） 

調査対象：公立学童クラブ（２０校）利用の現４年生の保護者 

調査方法：保護者へのメール一斉配信，返信回答 

 送信数 回答数 回答率％ 新５年生での利用希望者数 新６年生での利用希望者数 

合計 361 297 82.3 221 人 

（74.4％＝221/297*100） 

145 人 

（48.8％＝145/297*100） 

 

５ 令和３年度利用開始までのスケジュール（案） 

  １２月後半～    新５・６年生募集の周知 

（市報（12/25 号），ＨＰ，各学童クラブ，学校経由等） 

  １月８日～     令和３年度入会申込書類配布（新５・６年生） 

              配布場所：青少年課，各学童クラブ，ＨＰ 

  １月１９日（火） 

～２４日（日）新５・６年生臨時申込受付開始 ＊受付は青少年課窓口のみ 

  １月後半      新５・６年生データ入力，審査 

  ２月中旬      新１～６年生入会（承認・不承認・待機）通知送付 

４月１日～     ５・６年生利用開始 



令和２年１２月１７日 

 

ひたちなか市議会 

議長 鈴 木 一 成 殿 

 

文教福祉委員会 

委員長 加 藤 恭 子 

 

 

閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）福祉行政について 

（２）教育行政について 

 

 


